
Ａ－４ 産学官連携による地域活性化のための空き家対策の推進 

事業主体 高岡市空き家活用推進協議会 

対象地域 富山県高岡市、氷見市、射水市 

事業概要 

・高岡、氷見、射水の３市を対象とした空き家管理等の相談体制を、県及び市、地

域の宅地建物取引業協会、建築士会、司法書士会等と連携して整備。 

・相談窓口１箇所（協議会事務所）で、３市の相談に対応。 

相談体制件数の目標 
空き家所有者本人及び 

その家族等からの相談件数 

空き家利用希望者 

からの相談件数 
合計 

平成 25年度の実績 ７件 １件 ８件 

本事業期間内の成果 

（H27 年 2 月 27 日時点） 
４１件 ５件 ４６件 

 

１．事業の背景と目的 

高岡市空き家活用推進協議会が、空き家の適正管理等に関する相談体制整備に取り組むに至った背景

については、本協議会の事業対象区域である富山県高岡市・氷見市・射水市の各地域内の特に中心市街

地において、狭小な道路が多く郊外型住宅に比べ劣悪な環境の住宅が密集していること、今後も少子高

齢化と中心市街地の空洞化の進行に伴い空き家が増加することが予測され、防災・防犯・衛生等の問題

を誘発し、地域の活性化に悪影響を及ぼしていることがあげられる。 

こうした状況の中、行政などの単独の組織だけでは解決が困難な空き家問題に総合的に取り組むため、

平成 24 年 12 月に公益社団法人富山県宅地建物取引業協会高岡支部、公益社団法人富山県建築士会高岡

支部、富山県司法書士会高岡支部、富山県、高岡市の構成団体による高岡市空き家活用推進協議会を設

立した。平成 25年度からは富山県土地家屋調査士会高岡支部を構成団体に加え、単独の組織では解決困

難な空き家問題に対して、総合的に対応する特徴的な体制を構築した。 

本協議会においては、高岡・氷見・射水の各市にまたがる広域的な地域連携による空き家対策の推進

や空き家発生の未然防止を図るため、研修・育成体制の充実による相談員の資質の向上や構成団体の専

門的知識を活用した「空き家と住まいの総合相談所」の開設、全国で空き家問題解決に向け豊富な実践

的知識を有する東京工業大学真野研究室と連携して、町内会等の身近な単位で空き家所有者等の適正管

理や利活用の意識啓発を図ることなどを目的としている。 

本協議会の取り組みを参考として、空き家問題を抱える地域において、産・学・官が連携してそれぞ

れの専門的知識を活用した空き家の利活用や相談体制の構築に取り組み地域の活性化に資する手法が、

他の地域においても活用が可能であり、先導的な取組みとなりうると考えている。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要 

  ①相談員の研修・育成 

   １）相談員のスキルアップ研修 

      協議会の構成員や相談窓口で直接、相談者と面談相談に対応する登録相談員を対象に、相談

員の共通認識を深めるとともに、相談員のスキルとして不足する専門領域や複合的な相談内容

への対応能力の向上を図るために開催した。 
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   ２）協議会メンバーのスキルアップ研修の実施 

      相談員を中心とする４つのワーキンググループを構成し、各グループ別に検討テーマと役割

を決め、責任を持たせることで相談スキルの向上等を図ったほか、各ワーキンググループの活

動報告による情報共有や意見交換、合同の勉強会を東京工業大学真野研究室の協力を得て、協

議会の構成メンバー等により実施した。 

   ３）空き家相談の手引きの作成 

      相談員が専門領域外や複合的な相談にもワンストップで対応できるよう、協議会の構成団体

や相談員のスキルアップ研修の講師等の協力を得て、空き家相談の手引きを作成した。 

 

  ②空き家等所有者への情報提供に資する資料等の作成 

   １）空き家管理サービスチラシの改定 

      空き家の管理・流通・利活用等の問題解決に向けた情報を対象に、昨年度作成したものにつ

いて見直しを行い、空き家管理サービスに関するチラシを改定した。氷見市においては、氷見

市広報紙への折込みによる全戸配布を行ったほか、高岡市・射水市においては、構成団体の窓

口への設置・配布等を通じて情報提供を行った。 

   ２）協議会ホームページの更新 

      空き家情報を提供している協議会ホームページを更新し、相談窓口の周知など、必要な情報

提供を行った。 

 

  ③相談事務の実施 

   １）相談窓口の設置 

      協議会事務局での月２回の定例相談会や定例相談会に来られない相談者向けの随時相談会の

開催、市民向け啓発セミナー等のイベントにあわせた特別相談会の開催、空き家談義にあわせ

た出張相談会の開催、そのほか電話相談など、空き家問題を抱える相談者の状況に対応した相

談事業を実施した。 

   ２）相談窓口の周知 

      空き家の維持・管理に問題を抱える空き家所有者や一般市民を対象として、相談所の開設な

どの協議会実施事業を告知するリーフレットを作成し周知を図るとともに、協議会ホームペー

ジによる情報発信を行った。 

 

  ④空き家等の診断、調査体制の整備 

   １）空き家等の耐震改修手法・費用の検討 

      伝統的な町家の空き家が少なくなく、診断や改修には独自の技術的判断が必要となることか

ら、専門相談において適切な技術的助言を行えるよう、空き家等の耐震改修手法・費用の検討

を行った。 

   ２）空き家活用等の初期診断ガイドの作成 

      空き家の劣化などの状態を調査・診断するための初期診断ガイドを作成した。 

 

  ⑤空き家等の適正管理等の一般化・普及・啓発 

   １）町内会を対象とした空き家談義の実施 

      空き家の適正管理の必要性の啓発や利活用可能な空き家の掘り起し、空き家問題を抱える地

域住民の問題把握や情報交換、協議会事業の情報提供を目的として、高岡市平米校下の１町内
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及び博労校下の８町内において、防災まちづくりの視点も入れた空き家談義を継続的に実施し

た。 

 

   ２）市民向け啓発セミナーの開催 

      空き家問題への先進的な取組み情報の提供や共有、空き家問題に対する啓発を目的として、

一般市民を対象に、空き家の相続をテーマとして空き家問題啓発セミナーを実施した。 

 

  注）相談業務に必要となる基礎情報調査は昨年度実施済みのため、今年度は実施せず、昨年度に収集

整理した情報の更新や補足収集等のみを継続して行った。 

 

（２）事業の手順 

   交付決定（平成 26年 6月 2日）から事業終了（平成 27年 2月 27日）までの間の事業の内容と手順

を、以下のように進めた。 

対象事業 細項目 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

1）相談員のスキルアップ研修 ● ●

2）協議会メンバーのスキルアップ研修の実施

● ● ●

3）空き家相談の手引きの作成
過去の相談事例の整理・記載内容の検討 原稿作成　レイアウト編集・校正 印刷　配布

1）空き家管理サービスチラシの改定
印刷 配布

2）協議会ホームページの更新
内容・レイアウト検討、更新　　

1-1）相談事務の実施

1-2）定例相談会（月2回）、随時相談会、特別
相談会（イベント開催時等）の実施

1-3）出張相談会の実施
● ● ● ●

1-4）連合自治会と連携した空き家相談の実施
随時実施

2）相談窓口の周知
（相談所告知リーフレットの作成・配布等）

内容・デザイン検討 印刷 配布

1）空き家等の耐震改修手法・費用の検討
事例の整理・記載内容の検討 原稿作成 レイアウト編集・校正 印刷

2）空き家活用等の初期診断ガイドの作成
事例の整理・記載内容の検討 原稿作成 レイアウト編集・校正 印刷

1）町内会を対象とした空き家談義の実施

2）市民向け啓発セミナーの開催 ●

③相談事務の
実施

⑤空き家等の
適正管理等の
一般化・普
及・啓発

① 相談員の研
修・育成

② 空き家等の
所有者への情報
提供に資する資
料等の作成

④空き家等の
診断、調査体
制の整備

空き家談義にあわせて実施

サービス内容

・金額の検討
デザイン

編集・校正

ワーキンググループによる活動を随時実施

９町内において継続的に実施

 

 

（３）事業内容 

  ①相談員の研修・育成 

   １）相談員のスキルアップ研修 

      協議会の構成員や相談窓口で直接、相談者と面談相談に対応する登録相談員を対象に、空き

家の管理・活用・解体等の相談にワンストップで対応できるよう、相談員の共通認識を深める

とともに、相談員のスキルとして不足する専門領域や複合的な相談内容への対応能力の向上を

図った。 

      今年度は、登録相談員に宅地建物取引主任者が多いことから、司法書士、土地家屋調査士、

弁護士を講師に、別の専門家の視点からみる空き家問題について研修を行った。 

      ※登録相談員の内訳：宅建協会会員８名、建築士会会員３名、司法書士会会員２名、 

土地家屋調査士会会員１名 
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   表１ 相談員のスキルアップ研修の概要 

開催日 平成 26年 12月 22日（月） 〔場所：高岡商工ビル５階５０１会議室〕 

講 師 司法書士 水原 延幸 氏 

土地家屋調査士 塩谷 信泰 氏 

題 名 司法書士・土地家屋調査士の視点からみる空き家問題 

参加者 １７名（登録相談員 14名、その他３名） 

内 容 (1)司法書士の視点からみる空き家問題 

・未相続物件が空き家の発生に結びついている例が多いことを紹介 

・相続人同士の争い、相続人が一人 ⇒ 相続登記がされない 

 ・しかし、世代を重ねると結婚・離婚、養子縁組などで関係が複雑になり、相続人の

数も多く、他人同士が相続人となることもある 

  ⇒ 処分できない ⇒ 空き家の発生に結びつく 

 ・空き家相談の際には未相続物件でないか確認し、未相続の場合は、今のうちに相続

登記するよう勧めることが大切 

(2)土地家屋調査士からみる空き家問題 

 ・筆界と所有権界が一致しないことで空き家の発生に結びつく事例を紹介 

 ・土地を時効取得しても筆界は移動しない ⇒ 所有権界と不一致 

 ・筆界と所有権界を一致させないと第３者に売却できない 

  ⇒空き家の発生に結びつく 

 ・空き家の売買の際には、筆界と所有権界が一致しているか確認し、不一致の場合は

分筆等の手続きを行うことが必要 

研修後

の意見

感想、

質問等 

・空き家の状態や立地環境だけでなく、相続登記や土地の権利関係にも注意を払う重要

性を改めて認識した。 

・今後の利活用に支障がないか、相続登記や土地境界について、相談時には必ずヒアリ

ングを行うことにしてはどうか。 

・筆界は直線であるが、所有権界が直線でない場合は、どのように一致させるのか。 

その他 協議会の構成団体である（公社）富山県宅地建物取引業協会高岡支部と共催により開催

した次のセミナーを相談員に受講させ、研修を行った。 

開催日：平成 27年 2 月 13日（金）〔場所：高岡商工ビル４階会議室〕 

講 師：弁護士 江口 正夫 氏 

題 名：民法改正が不動産取引実務に与える影響 

概 要：国会に提出が予定されている民法改正案のうち、不動産取引に関係のある条項

についての解説を聞き、空き家の売買や賃貸等の取引に与える影響の重要性に

ついて認識を深めた。 

 

写真１ 相談員のスキルアップ研修（12月 22日） 写真２ 相談員のスキルアップ研修（2月 13日） 
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２）協議会メンバーのスキルアップ研修の実施 

  ⅰ）ワーキンググループの設置とグループ検討 

      空き家発生の未然防止や相談解決数の向上を目指し、昨年度に開催したワークショップで挙

がったアイディアやテーマ（「高岡式耐震補強の考案」「自治会との空き家ネットワーク構築」「市

民団体との連携」「相談窓口のワンストップ化」など）を基に、今年度は相談員を中心とする４

つのワーキンググループを構成し、各グループ別に空き家相談の手引きや耐震診断手法の検討

等の検討テーマと役割を決め、責任を持たせることで相談スキルの向上等を図ることとした。 

 

   図１ ワーキンググループの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   表２ ワーキンググループの活動状況 

グループ名 開催回数 延べ参加人数 

相談事業強化グループ 会合４回 ２８人 

技術・支援メニュー 

開発グループ 

会合３回 

耐震講習会１回 

現地での耐震調査２回 

１７人 

グループ以外も含め３０人参加 

１０人 

空き家ネットワーク 

構築グループ 

会合２回 

空き家談義 37回 

出張相談会  8回 

１６人 

グループより延べ 74人参加 

８人 

空き家利活用者 

マッチンググループ 

会合２回 

ワークショップ１回 

８人 

一般参加者も含め１５人参加 
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写真３ ワーキンググループによる活動      写真４ ワーキンググループによる活動 

（耐震改修の講習会）           （モデルケースでの耐震調査） 

 

 

    ⅱ）ワークショップ（活動報告及び合同勉強会）の開催 

      各ワーキンググループの活動報告による情報共有や意見交換、合同の勉強会を、昨年と同様

に東京工業大学真野研究室の協力を得ながら実施した。 

 

     表３ ワークショップの概要 

 内容 

第 1回ワークショップ 

開催日：6月 27日 

参加人数：18人 

各ワーキンググループの活動計画の説明と意見交換 

第 2回ワークショップ 

開催日：9月 7日 

参加人数：19人 

第１部：他地域での空き家活用の取り組み紹介 

NPO法人 住宅長期保証支援センターの「いえかるて」の説明 

第２部：各ワーキンググループの進捗状況の報告と意見交換 

第 3回ワークショップ 

開催日：12月 22日 

参加人数：17人 

第１部：ワーキンググループの活動報告 

第２部：空き家談義から挙がった課題の検討 

高岡市博労校下の１町内における空き家談義で課題となった事項

についての解決策の検討 

 

 

写真５ 第１回ワークショップ          写真６ 第 3回ワークショップ 
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３）空き家相談の手引きの作成 

      相談員が専門領域外や複合的な相談にもワンストップで対応できるよう、協議会の構成団体

や相談員のスキルアップ研修の講師等の協力を得て、空き家相談の手引きを作成した。 

      作成した手引きは、県内他市町村での相談業務に活用してもらえるよう、（公社）富山県宅地

建物取引業協会高岡支部から富山県内の他支部と富山県中古住宅流通促進協議会へ情報提供し

た。 

 

     表４ 空き家相談の手引きの構成 

１．空き家活用相談について (1)空き家相談窓口設置の背景 

(2)相談窓口の開設 

(3)相談上の注意事項 

２．空き家活用相談の対応 (1)相談内容の実態 

(2)相談対応のプロセス 

３．解体および維持管理に関する業者一覧 ■一般社団法人富山県構造物解体協会 

■空き家・空き地の管理代行サービス 

 

 

図２ 空き家相談の手引き（抜粋） 
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②空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

   １）空き家管理サービスチラシの改定 

      空き家管理サービスの紹介だけでなく、空き家に関する行政の支援策について市民への周知

を図り、空き家の適正管理や利活用につなげていくため、昨年度作成したチラシの見直しを行

い、高岡市、氷見市における空き家に関する支援策をチラシに掲載する改定を行った。 

      氷見市においては、氷見市広報紙への折込みによる全戸配布を行ったほか、協議会構成団体

や行政機関の窓口に設置し来訪相談者に配布した。 

このことにより、空き家の維持・管理が長期間なされず放置状態が続くことによる老朽化の

進行を防ぐことによって、老朽危険空き家の発生を未然に防止し、さらに空き家の流通価値の

維持と地域コミュニティへの防犯・防災・衛生面での悪影響の発生を抑止することを目的とし

て、協議会が取り組んでいる空き家管理サービスの紹介に努めた。 

 

図３ 空き家管理サービスチラシ 
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２）協議会ホームページの更新 

      空き家情報を提供している協議会ホームページを更新し、空き家の所有者等に相談窓口の周

知など必要な情報提供を行った。 

    

図４ 協議会ホームページ（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

③相談事業の実施   

   １）常設相談窓口の設置 

      協議会の構成団体である公益社団法人富

山県宅地建物取引業協会高岡支部の事務局

を相談窓口としている。事務局には、平日

の午前９時から午後５時まで、公益社団法

人富山県宅地建物取引業協会高岡支部の職

員が常駐しており、電話・メール・来訪等

により相談があった際には、職員が相談内

容を聞き取った上で、登録相談員に取り次

ぎ対応した。また、併せて定例相談会の案

内や必要に応じて随時相談会の日程調整も

行った。 

 

      

写真７  相談窓口の案内表示 
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表５ 相談所の概要 

項目 内容 

窓口担当部署 （公社）富山県宅地建物取引業協会高岡支部 

相談場所 高岡商工ビル９階911号室 富山県宅地建物取引業協会高岡支部事務所内 

電話番号 ０７６６－２５－００２１ 

ファックス番号 ０７６６－２５－７４４４ 

メールアドレス info@t-akiya.com 

電話・メール 相談内容を担当する宅地建物取引主任者、司法書士、建築士、土地家屋

調査士へ引き継いで電話やメールにより回答を行うが、相談内容によっ

ては専門家との直接の相談機会を設け相談内容の解決を図る。 

相談内容 利活用 物件の売買・賃貸、行政の補助制度の紹介、リフォーム事

業者紹介、融資債務保証の紹介など 

家財管理 引っ越し業者の紹介、家財等の片づけ処分業者の紹介、荷

物預かりサービス事業者の紹介など 

空き家管理 空き家管理サービスの提供 

除 却 解体業者の紹介、解体・除却に関する補助制度の紹介 

土地の筆界

や境界 

土地の筆界・境界に関する紛争等の相談と解決手段の提供 

リフォーム 修繕、改修、耐震診断等の技術的助言 

資産管理 相続・登記、成年後見制度、借地権等権利関係の相談と解

決手段の提供 

相談対象 高岡市・氷見市・射水市の物件を対象とする。なお３市への定住・半定

住も目的としているため物件の紹介は全国を対象とする。 

 

 

図５ 連携体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【 相談窓口】 【専門相談の取次ぎ先】

公益社団法人

富山県宅地建物取引業協

会 高岡支部 事務局

富山県高岡市丸の内

1番40号

高岡商工ビル内

■活用（売買、賃貸）相談

宅建協会高岡支部

■劣化診断、リフォーム相談

建築士会高岡支部

■解体相談

宅建協会高岡支部
建築士会高岡支部

■管理相談

宅建協会高岡支部

建築士会高岡支部

司法書士会高岡支部

土地家屋調査士会高岡支部

【他の相談への連携体制】

■相続・資産管理相談

司法書士会高岡支部

氷見市役所

射水市役所

高岡市平米校下連合自治会

高岡市定塚校下連合自治会

高岡市博労校下連合自治会

【 高岡市空き家活用推進協議会 】

取次ぎ
対応

相談取

次ぎ協

力要請
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２）相談会の開催 

      毎月第１・第３金曜日の午後１時から４                 写真８ 定例相談会 

時まで定例相談会を開催しているほか、随時相談会、

出張相談会、特別相談会など多様な形態の相談会を開

催した。今年度は、当協議会の働きかけにより、平成

26 年 9 月に、氷見市において「氷見市空き家活用推

進協議会」が発足し、連携をとって氷見市での相談会

も開催した。 

      相談員の構成は、宅地建物取引主任者のほか建築士

など複数名の体制で対応した。 

 

 

写真９ 特別相談会                   写真 10 特別相談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     表６ 相談会の概要 

項目 内容 

定例相談 相談内容を担当する宅地建物取引主任者、司法書士、建築士、土地家屋

調査士によるワンストップでの相談を行い、対応が困難な事例について

は、詳細な内容の聞き取り等の必要な体制をとり、専門家との直接の相

談機会を設け、相談内容の解決を図る。 

随時相談 定例相談と基本的に同様な対応を取るが、定例相談に来られない相談者

の日程に合わせ相談日時を設定する。 

出張相談 空き家談義に合わせ各町内の公民館等で相談会を設定するものであり、

複合的・専門的な内容の相談については、後日専門家との直接の相談機

会を設け、相談内容の解決を図る。 

特別相談 イベント等に合わせ相談会を設定するものであり、定例相談と基本的に

同様な対応を取る。 
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３）相談窓口の周知 

空き家所有者や将来空き家となる可能性のある住宅の所有者、一般市民を対象として、相談所

の開設や協議会実施事業を告知するリーフレットを作成し、自治会等を通じて広く周知を図ると

ともに、協議会構成団体や行政機関の窓口に設置し来訪相談者に配布した。また、今年度は、遠

方居住者を意識して親戚や友人等へ周知を呼びかける文言を記載した。協議会や市のホームペー

ジでも周知を行った。なお、特別相談会については、新聞広告により周知を図った。 

 

表７ 相談所告知リーフレットの掲載概要 

掲載項目 内  容 

活
動
に
お
け
る
３
つ
の
軸 

空き家の利活用 ・空き家の売買・貸借の相談 

・住宅に関する支援事業の紹介 

・既存住宅の耐震・リフォーム（改修）・リノベーション（改築）の相談 

・いざというときに知っておきたい制度の紹介 

・不動産の取引や借地・相続・登記など法律関係の相談 

空き家の流通促

進 

・空き家の情報提供・マッチングのプラットフォームづくり 

・ニーズにあった専門業者の紹介 

・ホームインスペクション（住宅診断）の提案 

・Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進提案と情報提供 

・中古住宅の流通促進に関する研究と提案 

空き家の維持管

理 

・老朽危険家屋の解体の推進と助成に関する情報の提供 

・地域住民と協働した持続的な「空き家」の実態調査 

・空き家管理サービスの実施 

活
動
の
仕
組

み 

相談事業 空き家と住まいの総合相談所の開設の告知 

ワークショップ ワークショップ（定例会）の紹介 

ワーキンググル

ープ 

相談事業強化グループ／技術・支援メニュー開発グループ／空き家ネット

ワーク構築グループ／空き家利用者マッチンググループの活動紹介 

相談の流れ 売買相談の場合を例にフロー図にして説明 

（その他、賃貸借相談、維持管理相談もあり） 

 

     図６ 相談所告知リーフレット 

 

 

相談者が相談窓口を知った方法については、相談窓口はリーフレットが一番多く、次いで市

窓口からの紹介となっている。特別相談会については新聞広告が多くなっている。定例相談は

リーフレットにより、イベント等における相談はメディア情報により認知されていると言える。 
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相談者が相談窓口を知った方法については、相談窓口はリーフレットが一番多く、次いで市

窓口からの紹介となっている。特別相談会については新聞広告が多くなっている。定例相談は

リーフレットにより、イベント等における相談はメディア情報により認知されていると言える。 

 

表８ 相談者が相談窓口等を知った方法 

集計開始時期：平成 26年 6 月 2日 

 

相談者 

の内訳 

具体的な方法 

事業主

体等の

ホーム

ページ 

窓口周

知チラ

シ、リ

ーフレ

ット 

都道府

県・市

町村の

広報誌 

都道府

県・市

町村窓

口から

の紹介 

連携団

体から

の紹介 

開催し

た空き

家セミ

ナー、

勉強会

等 

新聞・

雑誌・

テレビ

等のメ

ディア

情報 

その他 合計 

相

談

窓

口 

富山県内

在住者 
2 17  3 1    23 

富山県外

在住者 
2   3     5 

計 4 17  6 1    28 

出

前

相

談

会

等 

富山県内

在住者 
 3 1 4 4  6  18 

富山県外

在住者 
         

計  3 1 4 4  6  18 

 

   ４）相談実績 

相談内容については、売買相談が一番多く、次いで複合相談の順となっている。管理のみ、賃

貸のみ、解体のみの相談はあまり多く無かった。 

相談者については、空き家所有者本人からの相談が一番多く、次いで所有者本人以外からの相

談となっており、空き家利用希望者からの相談は少ない状況である。また、地域別では富山県内

在住者からの相談が多いが、富山県外在住者からの相談もある。 

相談者と相談内容を組み合わせて見てみると、空き家所有者本人からの売買相談が一番多く、

その内容は、相談者本人は別に家を所有しているが、両親が亡くなって相続した家が空き家とな

っており、それを売却により処分したいとの相談が多い。次いで空き家所有者本人からの複合相

談が多くなっている。これも、相談者本人は別に家を所有しており、両親が亡くなって相続した

家が空き家となっているが、売買・賃貸が可能か又は解体後更地売却した方が良いかといった相

談が見られる。核家族化の進行と持ち家率の高い当地域の特色が表れていると思われる。 

相談方法については、来訪や相談会による相談が多く、電話のみの相談は少なくてメールのみ

の相談は無かった。実際に相談員が相談者と面談して時間をかけ丁寧に相談を行っている実態が

表れている。なお、電話相談はすべて県外在住者からの相談である。 

実際に成約に至った案件は２件のみとなっている。これは、相談に持ち込まれる空き家には、

除却すべき老朽危険空き家（第１の空き家）と流通し得る空き家（第２の空き家）の間に位置す

る「建築年数や間取り、生活設備等の理由により、そのままでは流通しないが何らかの発想や施

策により利活用可能な空き家（第３の空き家）」が多くあり、空き家利用希望者との意向とマッ

チングしにくいこと、また空き家利用希望者からの相談が少ない状況から見ても、空き家の利用

希望者が少ないことが原因であると思われる。 
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表９ 相談者及び相談内容別・相談方法別の相談件数   

集計開始時期：平成 26年 6 月 2日 

 
相談方法 

電 話 メール 来 訪 相談会 その他※4 計 

空

き

家

所

有

者

本

人 

管 理 1     1 

売 買 2  7 3  12 

賃 貸   1 1  2 

解 体    1  1 

上記以外※2   4 2  6 

複 合※3   4 4  8 

小 計 3  16 11  30 

所

有

者

本

人

以

外 
※1 

管 理       

売 買   2 2  4 

賃 貸       

解 体    1  1 

上記以外※2    1  1 

複 合※3 1  4   5 

小 計 1  6 4  11 

空

き

家

利

用

希

望

者 

管 理       

売 買   1 3  4 

賃 貸   1   1 

解 体       

上記以外※2       

複 合※3       

小 計   2 3  5 

合 

 

計 

管 理 1     1 

売 買 2  10 8  20 

賃 貸   2 1  3 

解 体    2  2 

上記以外※2   4 3  7 

複 合※3 1  8 4  13 

計 4  24 18  46 

※1：空き家所有者の親族や、成年後見人など空き家所有者の空き家の管理業務に密接に関係している者（近隣住民

等の苦情相談は除く） 

※2：相続や税相談など、空き家の管理、売買、賃貸、解体以外の相談 

※3：空き家の管理のみの相談ではなく、例えば将来の売買相談とそれまでの管理相談など、複数の項目に係る相談。 

※4：電話、メール、来訪、相談会以外の相談方法 

 

 

 

表 10 主な相談事例 
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相談者１ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

60代 男性 所有者本人以外 売買 随時相談  

 相談内容  相談者の親が所有している空き家について、売却したいと相談される。なお、相談者の親は

Ａ市内に別に住宅を所有して居住しており、相談者も関東に居住しているため、今後も当該空

き家に住む予定は無い。 

対応内容  業者を紹介した。（後日、成約に至った。） 

相談者２ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

不明 女性 所有者本人 売買 定例相談  

 相談内容 相談者は、Ａ市内に築 20年の住宅を所有している。相談者の親が居住していたが、５年前に

亡くなり空き家となっている。今後利用する見込みは無いので売却により処分したいと考えて

いるが、雨漏りする箇所がある。 

対応内容  雨漏りする箇所を補修して戸建て住宅として売却できるか、または解体し更地にして売却し

た方が良いか、不動産業者に価格査定を依頼するとともに、雨漏りする箇所の補修費用の見積

もりを取った上で総合的に判断されるよう助言した。 

相談者３ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

50代 男性 所有者本人 複合 定例相談  

 相談内容  相談者は昨年に親から住宅を相続した。現在は空き家となっており、将来も住む予定は無い。

敷地面積は小さく、敷地境界は一部不明箇所がある。売却できるか、又は解体し更地にして売

却した方が良いか、助言を求められる。なお、隣接地の建物も売却物件として出ている。 

対応内容  敷地面積が小さいとのことで買い手がつかない可能性も考えられるので、隣接建物の売買仲

介業者に依頼して、一括して売却することを考えてはどうかと助言する。また、敷地境界を確

定させる準備に入るよう助言した。 

相談者４ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

70代 男性 所有者本人 管理等以外 定例相談  

 相談内容  相談者は築約 40年超の住宅に夫妻二人で居住している。子供は関東で生活している。私たち

が亡くなった後空き家になるのは確実であり、子供の負担とならないよう将来の相続について

情報提供を求められる。 

対応内容  相続手続き及び相続税について、説明した。 

相談者５ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

不明 女性 所有者本人以外 複合 特別相談  

 相談内容  相談者の高齢の両親が築約 30～40年の町家に居住している。別に５台分の駐車場も所有して

いる。将来、両親が亡くなった後、住む予定は無いので空き家になる見込みであり、将来どの

ように処分すればよいか相談される。耐震性があるか分からず、賃貸・売買できるか不安であ

る。 

対応内容  賃貸として活用する場合は築年数からすると相当額のリフォーム費用が必要になり、リフォ

ーム費用を回収できない可能性も考えられる。近所の不動産業者に相談し、売却処分を考えて

はどうか、また現に生活している両親の安全のこともあるので、耐震診断を受診するよう助言

した。駐車場は将来も需要が見込まれるので、売買・賃貸共に検討することは可能である。 

 

相談者６ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

40代 男性 空き家利用希望者 売買 特別相談  

 相談内容 Ａ市内又はＣ市内へ移住を希望しており、４人家族で駐車スペース２台予算 1,000 万円以内

での空き家となっている物件の情報提供を求められる。 

対応内容 行政の空き家情報バンク及び宅地建物取引業協会の所有する物件情報を提供し、インターネ

ットでの検索について説明した。 

相談者７ 年齢 性別 相談者 相談項目 相談方法  

不明 女性 所有者本人 管理等以外 特別相談  

 相談内容 Ａ市内に築 50年ほどの空き家を所有しており、いずれ売却または空き家を解体し更地にして

売却したいと考えている。しかし、土地の形状が公図と一致していないので、どのようにすれ

ばよいか助言を求められる。 

対応内容 土地の形状と公図が不一致であると売却は困難なので、測量し境界を確定させること、場合

によっては分筆・交換が必要になることを助言した。あわせて、土地家屋調査士を紹介した。 

  ④空き家等の診断、調査体制の整備 

   １）空き家等の耐震改修手法・費用の検討 
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      伝統的な町家の空き家が少なくなく、診断や改修には独自の技術的判断が必要となることか

ら、専門相談において適切な技術的助言を行えるよう、空き家等の耐震改修手法・費用の検討

を行った。 

      検討にあたり、ワーキンググループ（技術・支援メニュー開発グループ）において、耐震改

修の講習会や３件の空き家をモデルケースとして耐震調査の実施・耐震補強方法や費用の検討

を行い、その結果を段階別耐震補強方法と独自の耐震補強方法として、まとめた。 

 

   図７ 耐震改修手法・費用の検討結果（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）段階別耐震補強方法 

高岡市の空き家は、竹木舞と土壁という粘り強い工法の建物が多く、今回ケース 2としたＡ

邸もその工法である。 

そのような構造特性を活かし、倒壊しない建物ではなく、建物倒壊までの時間を稼げる補強

方法とする。構造合板や筋違いといった剛性を高める補強で、第一段階として Iw値 1.0（一応

倒壊しない建物）ではなく、0.7（倒壊する可能性のある建物）の補強を行う。 

次に能登沖地震において被害の多かった、基礎からの建物の脱落を防ぐため、上部構造の評

点には反映されないが、柱の足元を横材でつなぐ足固めや土台火打の設置等による脚の拘束や

水平剛性を高める補強を行う。          

 

ⅱ）独自の耐震補強方法 

     和室と和室がつながる部屋等の補強では、柱を新たに建て、面材合板補強や筋違い補強を行

うと、部屋の使い勝手や、空間の連続性に支障をきたす。 

そこで現存する柱間及び横架材下端に集成材の門型フレームで補強を行う。 

 

 

図８ 耐震補強検討事例（ケース 2 Ａ邸補強計画） 
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   現況図面     

 

  全体 Iw値 1.0   

 

部分 Iw値 1.5      

全体 Iw値 0.7      

 

 

   ２）空き家活用等の初期診断ガイドの作成 

      空き家の円滑な流通を図っていくためには、空き家の購入者等が安心して取引できるよう、
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空き家の劣化などの状態を把握して購入検討者に正しく伝えるための調査・診断が重要であり

そのための空き家等の初期診断ガイドを作成した。 

 

   図９ 空き家等の初期診断ガイド（抜粋） 

 
 

 ⑤空き家等の適正管理等の一般化・普及・啓発 

   １）町内会を対象とした空き家談義の実施 

      空き家の適正管理の必要性の啓発や利活用可能な空き家の掘り起し、地域住民が抱える空き

家問題の把握や情報交換、協議会事業の情報提供を目的として、高岡市平米校下の１町内及び

博労校下の８町内において、防災まちづくりの視点も入れた空き家談義を継続的に実施した。 

      このことにより、相談窓口に相談に来ていない空き家情報の収集を行うことができたほか、

町内会や近隣居住者が抱える空き家についての課題や活用ニーズなどの集約を行った。 

      各町内とも、概ね１回目はアイスブレイクとして町内の空き家について様々な情報や意見を

出していただき、２回目には実際に町内のまち歩きを行って、空き家の場所や状態等の確認を

行った。３回目及び（４回目）には、１回目と２回目の結果を踏まえ、空き家の適正管理・利

活用や老朽危険空き家の除却を進めていくために、町内会としてどのように取り組んでいくか

検討し、意見交換を行った。最終回は、これまでの談義の内容を踏まえ、来年度以降実施に移

していくためのまとめを行った。 

      毎回、終了後に談義の結果報告書（瓦版）を作成して参加者に配布し、結果のフィードバッ

クを行った。 

    表 11 空き家談義の実施状況 

町内会 開催回数 延べ参加者数 

18 

 



幸町 ５回 43人 

博労町一区 ５回 61人 

博労町 ５回 123人 

鴨島町 ４回 29人 

鴨島町一区 ５回 80人 

南町二区・三区 ５回 

（２町内共同で実施） 

65人 

南町四区 ５回 67人 

源平町 ３回 41人 

 

写真 11 空き家談義の様子（幸町 12月 21日）  写真 12 まち歩きの様子（南町四区 ９月７日） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 10 空き家談義の報告書（瓦版） 

   ２）市民向け空き家の適正管理・利活用の
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啓発セミナーの実施 

    空き家の維持・管理に問題を抱える空き家所有者や一般市民を対象に、空き家問題への先進

的な取組み情報の提供や、共有、空き家問題に対する啓発を目的として、空き家問題啓発セミ

ナーを実施した。 

    今年度は、相続が上手にされないために、空き家問題の解決を困難にしている例が見受けら

れるため、空き家の相続をテーマに講演会を実施した。 

    あわせて、協議会発足以降の活動概要や空き家談義の状況などを紹介するパネル展示を行っ

たほか、会場内にブースを設けて空き家の特別相談会も開催した。 

 

   表 12 市民向けセミナーの概要 

開催日時 平成 26年 9月 23日（火・秋分の日）午後２時から３時３０分 

場所 イオンモール高岡２階イオンホール 

講師 公認不動産コンサルティングマスター・相続コーディネーター 

曽根 恵子 氏（株式会社 夢相続 代表取締役） 

演題 家族にやさしい「お・も・い・や・り」相続 ～空き家だって上手に相続～ 

参加者 約８０名 

その他 会場に協議会活動のＰＲパネルを掲示 

税理士より、相続税・住まいの税について説明会を開催 

特別相談会を開催（午前１１時から午後５時） 

 

写真 13 セミナーの様子（講演会）         図 11 展示パネル（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 14 セミナーの様子（パネル展示） 
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２．事後評価 

 ①相談員の研修・育成 

  １）相談員のスキルアップ研修 

     登録相談員に宅地建物取引主任者が多い状況から、司法書士、土地家屋調査士を講師に相談員

のスキルアップ研修を開催したことは、新しい知識を吸収しただけでなく空き家問題を別の角度

から考える機会となった。研修を受けた相談員からは、「空き家の状態や立地環境だけでなく、相

続登記や土地の権利関係にも注意を払う重要性を改めて認識した」といった感想も聞かれ、相談

員の見識を高め問題意識を深めるという面で、相談員のスキルアップに効果があったと考えてい

る。 

 

  ２）協議会メンバーのスキルアップ研修の実施 

     昨年度に開催した定期的なワークショップから生まれた興味や関心について、今年度はワーキ

ンググループを構成し、ワーキンググループごとに実践的な活動を行うとともに、ワークショッ

プにおいて、その活動計画や進捗状況を報告し意見交換を行うことで、各活動の質の向上へつな

がった。 

一方で、開催を予定していたカンファレンス（空き家相談事例の検討）を開催することができ

ず、相談事例を活用した相談員の研修・育成が不十分であったことは、反省材料である。 

 

  ３）空き家相談の手引きの作成 

     単に外部業者に委託して作成するのではなく、協議会メンバーによりワーキンググループを構

成し、協議を重ねながら作成したことで、地域における相談内容の傾向も踏まえた内容になった

と考えている。また、作成した手引きを（公社）富山県宅地建物取引業協会高岡支部から富山県

内の他支部と富山県中古住宅流通促進協議会へ情報提供したことにより、県内他地域での空き家

の相談業務の参考としていただくことが期待できる。 

 

 ②空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

  １）空き家管理サービスチラシの改定 

     昨年度作成したチラシの記載内容を見直して、今年度は空き家に関する高岡市・氷見市の支援

策を掲載し、広く市民への周知を図ることができたことは、今後の空き家の適正管理や利活用に

つながるものとして評価できる。特に氷見市において全戸配布できたことは、昨年度からの課題

となっている行政間の連携という面で評価できる。 

しかし、相談はあるものの実際の空き家管理サービスの依頼にはつながっていないことから、

サービスのあり方について課題が残った。 

 

２）協議会ホームページの更新 

     潜在的な相談者を含めた相談者への情報提供を意識して、幅広い情報を掲載・更新するなどの

工夫が必要な状態であり、ホームページの更新を行ったものの、まだ掲載内容の充実を図る余地

があると言える。 
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 ③相談事業の実施 

  １）相談窓口の設置 

  今年度の事業期間における相談対応件数は４６件であり、昨年度の８件に比べ大きく増加してい

る。また、当初の目標である４０件も超えており、相談対応件数の面からは目標を達成したと言え

る。これは、定例相談会を月１回から月２回に拡大し相談機会の充実を図ったことや、協議会リー

フレットの配布を継続し周知を図ることができたことが要因であると思われる。 

相談窓口への相談については、平日の午前９時から午後５時まで職員が常駐していることで、協

議会事務局から登録相談員への取り次ぎはスムーズに行われており、相談者からの苦情も特段ない

ことから、相談者への接遇は概ね適切に対応できているものと認識している。しかし、実際の成約

件数は２件にとどまっており、結果としては不満の残る内容と言わざるを得ない。 

相談内容については、土地・建物の売買のみならず、相続や建物の耐震、解体等相談内容が多岐

にわたっており、多様なニーズの受け皿として機能を果たしていると言える。特に、今年度になり

「今後の意向が決まっている訳ではないが、老朽化が進む前に将来のことを考えたい」というよう

なこれまで潜在的であった空き家所有者からも利活用の相談数が増加し、相談事業の社会的認知に

よる空き家の掘り起こしと老朽化の未然防止につながっていると考えられる。 

  また、行政間の連携については、当協議会の働きかけにより隣接する氷見市において平成 26年 9

月に「氷見市空き家活用推進協議会」が発足し、連携をとって相談事業等の活動を展開していくこ

とができた点は評価できるが、射水市においては行政間の連携体制が充分に進まず、相談体制の確

立に課題が残った。 

  連合自治会と連携した空き家相談の実施については、連合自治会と連絡協議会を設置し、空き家

相談を取り次いでもらうこととしていたが、町内ごとの意識の差があることなどから調整が進まず、

具体的な連絡協議会の設置にまでは至らなかったことは、反省材料である。 

 

  ２）相談窓口の周知 

  相談者が相談窓口等を知った方法については、表８によると窓口周知のリーフレットが最も多く、

リーフレットの配布が周知手段として有効であったと言える。 

協議会リーフレットに、遠方居住者を意識して親戚や友人等への周知を呼びかける文言を掲載し

たことで、今後、口コミによる協議会事業の認知度の上昇や相談件数の増加などが期待できる。 

 

 ④空き家等の診断、調査体制の整備 

  １）空き家等の耐震診断手法・費用の検討 

    実際に３件の空き家をモデルケースとして耐震調査の実施・耐震補強方法や費用の検討を行い、

その結果を段階別耐震補強方法と独自の耐震補強方法としてまとめたことで、単に事例を集めただ

けでなく実態に即したものとなり、今後、専門相談において適切な技術的助言を行うことができる

ようなると期待している。 

 

  ２）空き家活用等の初期診断ガイドの作成 

    空き家の円滑な流通を図るためには、単に築年数だけで建物の価値を評価するのではなく、建物

の状態を適切に把握し評価していくことが重要であり、そのためのツールとして活用できると期待

している。 
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 ⑤空き家等の適正管理等の一般化・普及・啓発 

  １）町内会を対象とした空き家談義の実施 

    高岡市内の計９町内において継続的に空き家談義を実施したことで、相談窓口に相談に来ていな

い空き家情報の収集を行うことができたほか、情報収集のみにとどまらず、空き家問題を地域の問

題として捉え、地域として対応していくという機運が醸成できたことは評価できる。しかし、当初

氷見市・射水市で開催を予定していた空き家談義について、町内会や行政間の連携や準備不足から

開催できなかったことは、協議会の事業推進体制の面で課題が残った。 

 

  ２）市民向け空き家の適正管理・利活用の啓発セミナーの実施 

    市民向けのセミナーを実施し、併せて協議会の活動パネル展示や空き家の特別相談会を開催した

ことで、広く空き家問題の意識啓発を図ることができた。参加者からは「未利用の空き家を発生さ

せないためにも『相続』の大切さが分かった」とか、パネル展示を見て「この地域の空き家の多さ

に驚いた」「空き家を有効活用しようとする取り組みに感心した」といった感想が聞かれ、市民の意

識啓発に効果があったものと認識している。 

 

３．今後の課題 

 ①相談員の研修・育成 

   相談員により問題の解決能力に差があり、依然として同じような相談内容であっても解決に至る場

合と至らない場合が発生するなどの課題が発生しているので、今後も相談事例を通じた検討体制の充

実や複合的な相談への対応、相談者への事後対応など相談員の資質の底上げが必要である。 

   空き家相談の手引きの作成をはじめ、当協議会の事業の推進にあたり、ワーキンググループを構成

し、ワーキンググループごとにテーマを掲げ活動を行ってきたが、スキームの構想や内部での議論が

中心となり、物件をベースとした取り組みまでは充分に進展しなかった。今後はこれまでのデータベ

ースを活かし、モデルケースとなる空き家の掘り起こしを行うとともに、一つ一つの建物を丁寧に解

決へ導く実践的な取り組みの活発化とそれを支援する体制づくりが必要である。 

   空き家相談の手引きについて、最低限度のことしか記載できておらず、まだまだ不十分な内容であ

る。相談対応事例や相談結果の記録シートの書き方をはじめ、相続や敷地境界に関する情報、空き家

に関する自治体の補助金メニューなどを記載し、内容を充実させマニュアルとして整備していくこと

が必要である。 

 

 ②空き家等の所有者への情報提供に資する資料等の作成 

   空き家管理サービスについて、相談はあるものの実際のサービスの依頼につながっていないことか

ら、サービスのあり方についてどこに問題があるのか分析・検討し、改善を行うことが必要である。 

   協議会ホームページの整備については、掲載内容の充実を図る余地があり、潜在的な相談者を含め

た相談者への情報提供を意識して、幅広い情報を掲載・更新するなどの工夫が必要である。 

   また、その他の情報提供方法についても検討する必要がある。 

 

 ③相談事業の実施 

   相談業務の継続性・持続性については、来年度も月２回の定例相談を行うことにしているほか、氷

見市において年６回（２ヶ月に１度）の定例相談を行うことにしており、これまでの蓄積を基に引き

続き相談業務を継続していく。そのために必要な財源の確保については今後の課題であるが、平成 27

年度については、協議会の構成団体である高岡市において予算を確保する予定であるとともに、「ま
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ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」により空き家相談窓口の設置に対する地方財政措置を十分に活

用していくことで対応する。 

  

 ④空き家等の診断、調査体制の整備 

   空き家等の耐震改修手法・費用の検討を行ったが、その内容は３件の空き家における耐震調査・耐

震補強方法や費用の検討に留まっており、その結果を普遍化しマニュアルとして整備していくために

は、まだまだ詳細な分析や検討が必要である。 

   また、当地域には幅広い建築年代の建物が残っていることから、今後も様々なタイプの空き家をモ

デルケースとして耐震調査の実施・耐震補強方法や費用の検討を行い、その結果を反映していくこと

が必要である。 

   さらに、耐震改修のみならず、建替えやミニ開発による手法も検討していくことが必要である。 

 

 ⑤空き家等の適正管理等の一般化・普及・啓発 

   今年度開催できなかった氷見市・射水市での空き家談義の実施に向けて、行政間の連携を図ってい

くとともに、協議会の事業推進体制の整備が必要である。 

 

４．今後の展開 

 ①空き家相談員の一層の質の向上 

   相談所が有機的に機能するためには、相談を受けるだけでなく、課題を解決する方向へ導く必要が

あることから、今年度作成した空き家相談の手引きを活かしながら、相談を受ける相談員、活用を提

案するカンファレンスメンバー、活用に寄り添う担当員、それぞれが質的向上を目指す事業を行う。 

  1）相談内容や空き家の類別に応じ適切な助言ができるよう、相談事例を積み重ねていく中から空き家

相談の手引きの充実を図り、マニュアルとして整備していく。 

  2）登録相談員の空き家に関連する広い知識の習得の機会（相談員のスキルアップ研修やワークショッ

プ）を開催し、相談員の資質の向上に努める。 

  3）実際に相談のあった空き家のうち、現代の生活様式に合わず（間口狭小・面積過大など）流通のな

かで長期間滞留していて何らかの活用提案が必要な場合は、カンファレンスを開催し、相談事例を

活用した相談員の研修・育成を行う。 

 

 ②空き家活用をとりまく主体間関係の構築 

   地域や立地によって事情が異なり、複雑に組み合わされている空き家活用の課題解決には、専門家

と行政といった活用支援側だけでは限界がある。今後は地域の市民団体や自治会組織、空き家所有者、

空き家への居住希望者など多様な主体とのチャンネルづくりが重要であり、各主体が広域的に情報の

交換や横断的な活動を継続できる場を作っていく。 

   当面は、小学校区単位の連合自治会と協議会の連絡組織をつくり、空き家相談を取り次いでもらう

とともに、その地域の実態を共有しながら地域課題に連合自治会と連携して取り組む。 

 

 ③情報提供の充実 

   空き家の所有者等へ協議会活動を周知する機会を拡大し、相談件数の更なる増加へつなげていくた

め、チラシ、リーフレットの配布やホームページによる情報提供の他に、市の広報紙への情報掲載な

ど、様々な方法による情報発信に努める。 
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 ④マニュアルの整備 

   空き家相談の手引きの作成、耐震改修手法・費用の検討、空き家活用等の初期診断ガイドの作成を

行ったが、その内容は不十分なものとなっている。そのため、今後もワーキンググループにおいて「３．

今後の課題」で挙げた内容等について検討を進め、その結果をもとにマニュアルとしての整備を行い、

内容を充実させていく。 

 

 ⑤「助言・業者紹介」から「マッチング事業の展開」へ 

   相談に持ち込まれる空き家のうち、除却すべき老朽危険空き家（第１の空き家）と流通し得る空き

家（第２の空き家）の間に位置する「建築年数や間取り、生活設備等の理由により、そのままでは流

通しないが何らかの発想や施策により利活用可能な空き家（第３の空き家）」に対し、助言や業者紹介

を行うだけでは、流通市場の中で長期間滞留し、利活用につながりにくい。そのため、協議会が能動

的に買い手・借り手の掘り起こしを行うとともに、売り手・貸し手と買い手・借り手のマッチング事

業を展開していく。 
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住所 〒９３９－０１９２ 富山県高岡市福岡町大滝１２番地 
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